
1

鉄道コンクリート構造物の
メンテナンス

東日本旅客鉄道株式会社
構造技術センター

松 田 芳 範

2018/9/28 

高知コンクリート診断士会研修会
会場：高知工科大学
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本日の内容

１．ＪＲ東日本における維持管理体系

２．対象構造物（橋梁・高架橋，経年と数量）

３．コンクリート構造物の変状種別

３．事例紹介（地震を除く）

中性化？，アルカリ骨材反応，塩害，凍害，
施工，支承部・・・，設計 等）
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維持管理とは何でしょうか！

・存在するものを維持すること？

・在るものを見るだけが維持管理？

・どうやってこの物（構造物）が出来てるの？

・物（構造物）を理解出来てますか（出来る）？

・図面を読めますか？

・変状のほとんどが初期欠陥（設計・施工）
3

維持管理とは

「総合技術！」

維持管理に限ったことではありませんが！

現状維持が維持管理ではない！

維持管理から設計・新設へのフィードバックが
重要
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ＪＲ東日本における
構造物の維持管理体系
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ＪＲ東日本組織図
（構造物の新設及び維持管理体系）
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（法的な位置付け）

国
省令 鉄道に関する技術上の基準を定める省令

告示 施設及び車両の定期検査に関する告示

Ｊ
Ｒ
東
日
本

規程

実施基準管理規程

土木施設実施基準 新幹線土木施設実施基準

土木構造物管理規程

土木構造物に関する実施
細目

新幹線土木構造物に関する
実施細目

標準
鉄道構造物等設計標準

鉄道構造物維持管理標準

マニュアル 土木構造物等全般検査マニュアル

維持管理技術基準の体系

構造物検査（検査区分と周期）

初回検査

通常全般検査

特別全般検査

随時検査

供
用
開
始

検
査
基
準
日

2年以内

検査期間
3か月

2年 2年 2年 2年

10年を超えない期間

大雨・地震等

完
成 凡例

：全般検査実施日

個別検査
全般検査、随時検査の結果、詳細な検査が必要とされた構造物に対して、精度
の高い健全度の判定を行う
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構造物の維持管理

構造物検査（検査区分と方法）

検査区分 内 容 調査方法

初回検査
構造物の初期状態の把握等を目的に、新設工事、
改築・取替を行った構造物の供用開始前に行う
検査

入念な目視を基本
必要に応じて打音調査

全
般
検
査

通常全般検査
構造物の変状等を抽出することを目的とし定期
的（2年ごと）に実施する全般検査

目視を基本

特別全般検査

健全度の判定の精度を高めることを目的として、
原則として10年を超えない期間ごとに実施する
検査

入念な目視を基本
必要に応じて打音調査

随時検査

地震や大雨、融雪による異常出水等の災害によ
り変状が発生した場合および変状を生じた構造
物と類似の構造を有し、同様の変状が発生する
可能性がある場合等、必要と判断された場合に
行う検査

目視を基本とし、変状
の状態により各種詳細
な調査

個別検査

全般検査、随時検査の結果、詳細な検査が必要
とされた構造物に対して、精度の高い健全度の
判定を行う検査

入念な目視を基本とし，
変状の状態により各種
詳細な調査
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構造物の維持管理

全般検査 定期検査 通常検査

特別検査

随時検査

個別検査

構造技術センターが同行
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検 査 区 分

判定区分 土木構造物の状態

Ａ

ＡＡ
運転保安及び旅客公衆の安全を脅かす変状または欠陥があり、直ちに取替
え、補強、使用停止等何らかの措置を必要とするもの

Ａ１

1．変状または欠陥があり、それらが進行して、土木構造物の機能を低下さ
せつつあるもの

2．大雨、出水、地震等により、土木構造物の機能を失うおそれのあるもの

3．前2項の変状または欠陥で、運転保安及び旅客公衆の安全確保のため、
または正常運行確保のため早急に措置を要するもの

Ａ２
進行している変状または欠陥があり、将来それが土木構造物の機能を低下
させ、運転保安及び旅客公衆の安全並びに正常運行確保を脅かすおそれが
あるため措置を要するもの

Ｂ
変状または欠陥があり、将来「Ａ」になるおそれのあるもので、必要に応
じて措置するもの

Ｃ
軽微な変状または欠陥で進行の停止もしくは再発のおそれのないことが確
認できないもの、あるいは環境条件の影響を受けやすいもの

Ｓ 健全なもの
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検査の判定区分

健全度α,β

健全度の判定
変状の種類，程度および

進行性等に関する調査による
安全を脅かす変状等の把握による

記 録

措 置（監視，補修・補強，使用制限，改築・取替）

健全度ＡＡ，Ａ1，Ａ2

調 査
変状原因の推定
変状の予測

健全度の判定

旅客公衆等の安全確保
に対する判定を行う

健全度の判定
変状原因の推定および変状
の予測の結果，ならびに性
能項目の照査に基づく

健全度B，Ｃ，Ｓ

健全度Ａ

健全度B，Ｃ

健全度γ

検査
全般検査

個別検査

※鉄道構造物等維持管理標準・同解説(構造物編)

※土木構造物等全般検査ﾏﾆｭｱﾙ
※ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の剥離・剥落に関するﾏﾆｭｱﾙ

（検査項目，検査方法の選定を行う）

健全度αα

応急対策工
当該箇所叩落し
周辺部叩落とし

鉄筋の腐食膨張圧(塩害を除く）
運転保安に影響なし

No

健全度の判定

Yes

Β(一般検査箇所)

Α,Β(重点検査箇所)

構造物の機能に関
わる検査フロー

ｺﾝｸﾘｰﾄの剥離・剥落
に関わる検査フロー

コンクリート構造物検査（維持管理フロー：ＪＲ東日本）
※トンネルを除く
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メンテナンスの対象となる構造物

構造物種別と経年情報
（トンネル除く）
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（2014/3時点）

コンクリート橋梁と高架橋の設備延長

The Sinkansen　  　（At March, 2014）

year aging Extension（km) Ratio (％)

2005～2014 0～9 18.7 2.4%
1995～2004 10～19 61.8 7.9%
1985～1994 20～29 12.7 1.6%

1975～1984 30～39 693.7 88.2%

1965～1974 40～49 0.0 0.0%
1955～1964 50～59 0.0 0.0%
1945～1954 60～69 0.0 0.0%
1935～1944 70～79 0.0 0.0%
1925～1934 80～89 0.0 0.0%
1915～1924 90～99 0.0 0.0%
1905～1914 100～109 0.0 0.0%
1895～1904 110～119 0.0 0.0%
1885～1894 120～129 0.0 0.0%
～1884 130～ 0.0 0.0%

TOTAL 786.9 100.0%
Mean aging 29

not shinkansen　  　（At March, 2014）

year aging Extension（km) Ratio (％)

2005～2014 0～9 42.2 6.2%
1995～2004 10～19 26.6 3.9%
1985～1994 20～29 83.5 12.3%
1975～1984 30～39 165.5 24.4%
1965～1974 40～49 302.4 44.6%

1955～1964 50～59 29.8 4.4%
1945～1954 60～69 5.2 0.8%
1935～1944 70～79 7.1 1.0%
1925～1934 80～89 10.5 1.5%
1915～1924 90～99 3.0 0.4%
1905～1914 100～109 1.4 0.2%
1895～1904 110～119 0.8 0.1%
1885～1894 120～129 0.3 0.0%
～1884 130～ 0.0 0.0%

TOTAL 678.3 100.0%
Mean aging 38

新 幹 線

在 来 線

コンクリートの変状Ⅰ
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変状の分類

初 期 欠 陥
経 年 劣 化

構 造 的 変 状

経年劣化の種類
ひび割れ・浮き・剥落
体積変化・クリープ

錆 汁
エフロレッセンス
汚 れ(変 色)
す り へ り
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初期欠陥の種類
豆板（ジャンカ）
コールドジョイント
内 部 欠 陥
砂 す じ

表面気泡（あばた）

コンクリートの変状Ⅱ
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構造物の部材と力学特性
た わ み
変 形
疲 労
振 動

コンクリート構造物の変状
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劣化（変状）の機構
（key word）

中 性 化
塩 害

アルカリシリカ反応
（ＡＡＲ・ＡＳＲ）

凍 害
化学的腐食
材料の疲労
風化・老化
火 災
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その他の劣化要因
（変状原因）
（key word）

材 料
支 承 部

施 工
設 計
補 修
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コンクリート片の剥落
（中性化？）

中性化で鋼材が腐食するの？
本当？
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コンクリート片の剥落原因

鉄筋腐食に
伴う膨張圧

44%

部位同士の
競り合い

14%

未調査

22%

その他

4%

目地材等の
施工不良

16%

鉄筋腐食に伴う剥離・剥落
22
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コンクリート片の剥落原因
中性化？

24
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W/C=70%

24

中性化深さ（中性化速度）
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25

製 造

運 搬

締固め

現場練り バッチャー

生コン

締固め不要

人力
エレベータタワー・カート

突き
棒突き

バイブレータ

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990

垂直運搬

かつぎ揚げ

エレベータタワー

導入期 施工形態の近代化

構工法の進歩・施工技術向上

建設の機械化 施工合理化
急速施工

品質確保

Ⅵ．品質保証

Ⅳ．生コンとポン
プ

Ⅰ．初期 Ⅱ．定尺パネルⅠ．初期

施工研究の展開

Ⅳ．生コンとポンプ

ポンプアップ

コンクリートポンプ

Ⅴ．機械化・合理
化

Ⅲ．復興

既設コンクリート構造物の建造の時代背景

25

コンクリートポンプ
大型ミキサ

一部推定

現場練り

工場練り（レディーミクスト）

現
場
簡
易
プ
ラ
ン
ト

現
場
自
動
バ
ッ
チ
ャ
ー

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン
プ
工
法

１日の打込み量

26

既設コンクリート構造物の建造の時代背景

27

剥離・剥落対策工
・・・表面被覆工（メッシュ入り）

○表面被覆工法：
・実績のある表面被覆工法の中で１０年以上機能を果たしている工法を採用
・それ以外の工法：

１０年以上の品質保証、表面被覆工法の規格などを満足することが条件

《高欄・張出しスラブ下面での表面被覆工法》

27 28

１．コンクリートの配合と標準かぶりの見直し

２．水切り構造細目の見直し

３．コンクリート受入れ時の単位水量試験の追加

４．合成短繊維混入によるコンクリート片の剥落防止対策

５．防水工・接合工への性能契約の導入

６．施工後の打音検査の導入

７．鉄筋かぶりの非破壊検査の導入

新設構造物の品質向上施策

コンクリート受入れ時の
単位水量試験の導入

コンクリートの品質管理

Ｗ／Ｃの確保

加水などの排除

29

単位水量の現場での計測

30

水分計（静電容量方式）による単位水量測定フロー

①コンクリート試料採取
〔１分〕

②ウェットスクリーニング
〔５分〕

③単位水量測定
（試料詰め、重量測定含む）

〔４分〕

測定時間：１０分

静電容量方式の水分計
（HI-300）

コンクリートの品質管理
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コンクリート材料の改良

合成短繊維混入による

剥落防止対策

繊維混入なし

繊維混入

31

31

しゅん功検査

・非破壊による最外縁鉄筋のかぶりの検査

・打音検査

・・・・・・・

・・・・・・・

32

コンクリートの品質管理

32
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測定値25mm

かぶりの非破壊検査の一例

測定器

測定端子

33

コンクリートの品質管理

33 34

高架橋柱の場合

この柱では何が
起きているのか
？

右側と左側の違
いは？

中性化との関係
はある？

中性化の影響が
大きいのは？

34

鉄筋コンクリート桁張出し床版下面の場合

AとBの違いは何か

水の有無によってコンクリートの剥落に差が生じる

（A） （B）

水切り無 水切り有

35

35

中 性 化 深 さ

0

5

10

15

20

25

30

35

１－Ａ １－Ｂ １－Ｄ １－Ｃ １－Ｅ Ｒ６ Ｒ８ ＣＴ８

中
性

化
深

さ
（m

m
）

測定箇所

床版上面

床版下面

36
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中性化と水の影響

・雨水の影響を受ける部位は，中性化が遅い
・雨水の影響を受ける部位は，剥落の傾向が高い
・雨水の影響を受けない部位は，中性化が早い
・雨水の影響を受けない部位は，剥落の傾向が低い

（雨水の影響を受ける部位） （雨水の影響を受けない部位）（雨水の影響を受ける部位） （雨水の影響を受けない部位）

●剥落箇所 ▲無剥落箇所

37

B面

A面
ａ

ｂ

ｃ

Ａ面：モルタル被覆
断面修復による補修痕
戦時中火災を受けた
放水による水の影響

Ｂ面：
ａ：モルタル被覆
（Ａ面同様）
ｂ：建設時からの状態
ｃ：屋内用化粧塗膜

秋葉原駅高架橋の一部で上野東京ライン建設に伴い撤去
直接降雨の影響は受けない

ＲＣラーメン高架橋柱（経年89年）

ＲＣラーメン高架橋柱
中性化の状況（Ａ面）【水の影響有】

鉄筋

中性化深さ
（平均）

鉄筋かぶり
（平均）

中性化残り
（平均）

65mm 50mm -15mm

中性化深さ測定結果（Ａ面）

未中性化領域

中性化領域

中性化領域

未中性化領域

ＲＣラーメン高架橋柱
中性化の状況（Ｂ面）【水の影響無】

⑤

⑥

⑦

⑧

70mm

200mm

210mm

200mm

180mm

⑨

中性化深さ
（平均）

鉄筋かぶり
（平均）

中性化残り
（平均）

79mm 45mm -34mm

中性化深さ測定結果（Ｂ面）

中性化深さは，
Ａ面65mm，Ｂ面79mm
中性化残りは，
Ａ面-15mm，Ｂ面-34mmであった。

腐食は，断面修復箇所が行われて
いるＡ面が顕著な腐食状況を呈して
いたがＢ面は鉄筋が完全に中性化
領域であるのに腐食状況は点錆程
度であり，全体的に黒皮が残存して
いる状況であった。

未
中
性
化
領
域

鉄筋
未
中
性
化
領
域

中
性
化
領
域

中
性
化
領
域

ＲＣＴ桁張出し床板（下面）

防音壁

B部Ａ部

主桁

水切り

Ａ部

B部

ＲＣ桁外側

水の影響を受けてい
る境界範囲（右側）

水の影響

断面欠損
腐食

黒皮が残存

Ａ部

Ｂ部

寒冷降雪地にあり冬期には氷点下
になることもある

ＲＣＴ桁片持ちスラブ（下面）

黒皮が残存

Ａ部

水の影響

断面欠損
腐食

Ｂ部

調査
部位

中性化深さ
（平均）

鉄筋かぶり
（平均）

中性化残り
（平均）

水の影響の
有無

Ａ部 58mm 30mm -28mm 無

Ｂ部 35mm 35mm 0 有

中性化深さ測定結果

中性化に対して水の影響の有無による差は23mm
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43

中性化と水掛かりによる変状実態の把握

中性化と雨水の影響 【プレキャストプレストレストコンクリート板】

W/C
(％)

スランプ
(cm)

セメント
(kg/m3)

水
(kg/m3)

骨材
(kg/m3)

防水層部
(t=10mm)

50.0 0 450 225 1620

構造部
(PC鋼材配置t=60mm)

38.1 0 420 160 1800

透水性 裏面構造部 100ml/m2・h以上（2h）
防水層部 不透水（2h）

※注1 穴あきPC版諸元（JIS A 6511 空洞プレストレストコンクリートパネル）

コンクリート配合表

中性化で腐食はしない！

鋼材の腐食には水の影響が大

土木学会 コンクリート標準示方書
維持管理編2013年版から「水掛り」
を設定
設計編2017年版に「水の浸透に伴う
鋼材腐食に対する照査」を設定

44

アルカリ骨材反応

45

45

アルカリ骨材反応の主要因

水

アルカリ
金 属
(Na，K)

反応性
骨 材

アルカリ
骨材反応

(ASR，AAR)

46

アルカリ骨材反応

47

47

48

アルカリ骨材反応

反応環（反応リング）反応ゲル
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49

アルカリ骨材反応

49

49

50

採取コンクリートコアの促進膨張試験

0.00
0.01
0.02
0.03
0.04
0.05
0.06
0.07
0.08
0.09
0.10

0 1 2 3 4 5 6 7 8

膨
張

率
（
％

）

促進膨張期間（月）

促進膨張試験

N…
N…

50

水準測量データ

0

5

10

15

20

25

30

35

0 5 10 15

経年（年）

変
化

量
（ｍ

ｍ
）

上り

下り

アルカリ骨材反応による変状事例

1995年に施工された構造物の状況

水準測量データ

51

52

ＡＳＲ反応部材の載荷試験
（静的せん断載荷試験）

ASR反応部材の耐荷力は、
基準試験体の同等以上である
ことを実験で確認

0.0

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
膨

張
率

(%
)

経過日数（日）

橋軸直角方向

橋軸方向

ASR促進試験

52

実験データ（基準試験体とAAR試験体）

0

50

100

150

200

250

300

350

0 5 10 15 20 25

変位（mm）

荷
重
（
ｋ
N)

KTS-1（基準試験体）

NTS-３（AAR促進前）

ATS-1（AAR促進後）

53

ＡＳＲ劣化損傷部材補修例

高疲労耐久性シートによる補修
（RACシート）

弾性エポキシ塗膜塗布に
よる補修後の変状状況

53

変位量
(mm)

疲労破壊
回数（回）

試験終了時の
シートの状態

1.5±0.8 2000万以上 破断せず

1.5±0.9 18819366

1.5±1.0 140701

表面のフッ素樹脂フィルムのみ破断,
粘着材の破断無し

ＲＡＣシート疲労耐久性試験の結果

粘着型シート
(20×60mm)

ステンレス板
(1×30×100mm)

試験結果

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

変
位

量
（

mm
)

時間(sec)

振幅1.0mm 振幅0.9mm 振幅0.8mm

速度：10Hz

54

54
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55

ＲＡＣシートせん断接着耐久性試験の結果

プライマー，パテ材

エポキシ樹脂

粘着型シート

鋼板

重り：500g

接着面積
25×150mm

試験結果
現在１５年経過（2003年5月開始）
これまで，塗膜防水シートのズレやはく離等の変状の発生無し

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0 1 2 3 4 5 6 7

膨
張

率
（
％

）

期 間 （月）

ＡＳＲを生じたコンクリートに使用された粗骨材

56

現行JIS規格

JIS A5308 附属書１（規定）レディーミクストコンクリート

区分 適 用

A
アルカリシリカ反応性試験※の結果が“無害”と判定さ
れたもの

B
アルカリシリカ反応性試験※の結果が“無害でない”と
判定されたもの、又はこの試験を行っていないもの

アルカリシリカ反応性による骨材の区分

区分Bの場合はアルカリシリカ反応抑制対策を
行わなければならない

アルカリ骨材反応

57

57

アルカリ骨材反応抑制対策

(1)コンクリート中のアルカリ総量を規制する対策
→アルカリ総量3.0kg/m3以下

(2)アルカリシリカ反応抑制効果のある混合セメント等の使用

(3) 安全と認められる骨材の使用
→モルタルバー法では膨張率0.1%未満のもの

アルカリ総量、骨材試験結果がJIS基準を満たしている
にも関わらずASRを生じた事例がJR東日本で発生

ところが・・・

現行JIS規格
アルカリ骨材反応

58

58

２．抑制対策
構造物に使用するコンクリートは、アルカリ骨材反応を抑制するため、次の
３つの対策の中のいずれか１つについて確認をとらなければならない。なお
、土木構造物については2.1、2.2を優先する

2.1 コンクリート中のアルカリ総量の抑制
アルカリ量が表示されたポルトランドセメント等を使用し、コンクリート

１ｍ3に含まれるアルカリ総量をNa2O換算で3.0kg以下にする。
2.2 抑制効果のある混合セメント等の使用

JIS A 5211高炉セメントに適合する高炉セメント「B種またはC種」あるい
はJIS A 5213フライアッシュセメントに適合するフライアッシュセメント「B
種またはC種」、もしくは混和材をポルトランドセメントに混入した結合材で
アルカリ骨材反応抑制効果の確認されたものを使用する。

2.3 安全と認められる骨材の使用
骨材のアルカリシリカ反応性試験（化学法またはモルタルバー法）の結果

で無害と確認された骨材を使用する。

なお、海水または潮風の影響を受ける地域において、アルカリ骨材反応によ
る損傷が構造物の安全性に重大な影響を及ぼすと考えられる場合（2.3の対策
をとったものは除く）には、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置を講
ずることが望ましい。

アルカリ骨材反応対策（国土交通省通達）
【２００２（平成１４）年８月１日】

59

対策

JR東日本がルール改訂前に行っていた指導内容（1999年5月SED No.12）

【土木工事技術管理の手引き 8-1 施工計画 8-1-3(4)骨材：平成16年5月】

施工時に当面下記のような措置を行う。

１）～３）の中からいずれかを選定する。

１）単位セメント量の多い構造物（PC桁等）は，骨材試験（モルタルバー法）による膨張
率が小さく，6ヶ月時の膨張量が3ヶ月と比べて膨張率の終息傾向を示す骨材を選定す
る。膨張量の目安としては出来れば0.05％程度以内が望ましい。

２）骨材試験（モルタルバー法）にて6ヶ月時の膨張量が3ヶ月と比べて終息傾向を示さ
ず，かつ，判定基準である0.1％に近い膨張傾向が継続している場合，JIS基準のB区
分に準じた対策（アルカリ骨材反応抑制対策：JIS A 5308 付属書2）を行う

３）本施工に先立ち，当該骨材を用いて設計配合と同等のコンクリートバーを作成し，コ
ンクリートバー法による判定試験を行い，品質を確認する（但し，6ヶ月以上の期間が必
要）

60
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70

70

アルカリシリカ反応判定種別による対策
～現ＪＩＳと改定案との比較～

①現JIS規格（JISA5308より）

骨材のアルカリシリカ

反応判定区分
対 策

E有害 混合セメント等による対策

準有害
アルカリ総量を2.2kg/m3に規制する対策

もしくは 混合セメント等による対策

E無害 無対策

②ＪＲ東日本版

骨材の区分により、抑制対策の方法を決定

(1)コンクリート中のアルカリ総量を規制する対策
→アルカリ総量3.0kg/m3以下

(2)アルカリシリカ反応抑制対策のある混合セメント等の使用

(3) 安全と認められる骨材の使用
→ﾓﾙﾀﾙﾊﾞｰ法では膨張率0.1%未満のもの

71

72

骨材のアルカリシリカ反応判定区分

区分判定の例（イメージ図）

モルタルバー法

「E無害」骨材
材齢(週)

材齢(週)

膨張率(%)

材齢(週)

8 13 26

0.05

0.1

(a)

(b)

(a)

(b)

膨張率(%) 膨張率(%)

0.05

0.1

0.05

0.1

8 13 26 8 13 26

「準有害」骨材 「E有害」骨材

(a)(b)ともに、膨張率0.05％未
満であれば、増加の勾配に関
係なく、 「E無害」と区分

膨張率0.05％～0.10％の間
で、かつ13週～26週の勾配
が8～13週の勾配と比べて小

さい場合は 「準有害」と区分

(a)膨張率0.10％以上の場合
(b)膨張率0.05％～0.10％の間
で、かつ13週～26週の勾配が8

～13週の勾配と比べて小さい

場合は 「E有害」と区分

（ＪＲ東日本版）
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骨材のアルカリシリカ反応判定区分

区分判定の例（イメージ図）

化学法

 

アルカリ濃度減少量(Rc) 

溶融シリカ量(Sc) 

10 

100 

100 

150 

10 

60 

「E 無害」骨材 

「E 有害」骨材 

現在の判定ライン 
（Rc=Sc） 

追加判定ライン（案） 
（Rc=Sc+50） 

グレーゾーン「準有害」 

（ＪＲ東日本版）

73

74

混合セメントの使用による耐久性の検討

Ｑ．混合セメントは普通ポルトランドセメントと比べ中性化

が早いのでは？

Ａ．暴露試験結果などから中性化に大差は無いという報告

実構造物において，耐久性評価や寿命予測などで構造物

単体の中性化深さの調査は行なわれるが類似構造物の群

として比較する調査は多くない→全体の実態が不明

中性化に与えるセメント・水分の影響

実構造物においてセメント種類・水分が
中性化に与える影響について調査を実施

74

○鉄道構造物

橋梁： 21箇所（経年7～67年）

トンネル： 2箇所（経年74～92年)

○道路構造物： 6箇所（経年10～66年）

○水路施設： 2箇所（経年45～68年）

○建築構造物： 3箇所（経年48～50年）

○海洋構造物： 2箇所（経年9年）

計 36箇所

調査対象構造物

混合セメントの使用による耐久性の検討

75

75

76

全データ

76

調査結果

W/C=40%以下 W/C=53～60%程度

混合セメントの使用による耐久性の検討

フライアッシュセメント(FA)

普通ポルトランドセメント(OPC) 高炉セメント(高炉)

中性化に与えるセメント種類の影響

・普通ポルトランドセメント，高炉セメントと
もにバラツキが大きく，実構造物の品質
の差が影響していると示唆される

・普通ポルトランドセメントと高炉セメント
の中性化深さの差は小さい

77

水の影響の有無が中性化に与える影響

水の影響
有り

水の影響
無し

78

78
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セメント種類による中性化の比較

水の影響が無い場合 水の影響が有る場合

・コンクリート表面に水の影響を受けると中性化の進行が遅くなる
・水の影響を区別しても普通ポルトランドセメントと高炉セメントを
使用したコンクリートの中性化の差はほとんど見られない
・JR東日本では、混合セメントを使用する場合でもセメント区分別
による耐久設計は行わない（普通ポルトランドセメントと同じ）

79

アルカリ骨材反応

80

※新潟連続立体交差事業
（Ｈ22，ＦＡ，ＪＲ東日本:Ｈ22～）

※ＰＣ桁：早強コンクリート
（Ｈ27，ＦＡ，ＪＲ九州:Ｈ24～）

※北陸新幹線金沢以西延伸
（鉄道・運輸機構）

※NEXCO西日本，ＪＲ東海，
日本砕石協会(JIS規格)

橋りょう支承部

81

沓座の変状事例

支承沈下の変状が数年毎
に繰り返される

原因：支承下の脆弱したモ
ルタルを除去せずに補修を
行ったため

原因を探求していない 82

82

沓座の変状（劣化）メカニズム

83

水の浸透
下沓（線支承）

水圧上昇 ひび割れ

噴泥化
土砂化

沈下・傾斜

83

沓座の補修例

84

500

700

2
4
0

4
4
0

補強格子筋

地震時の荷重に抵抗するアンカー鉄筋D13(埋込長130）

D13@50mm程度

下フランジ直下に
配置しないように

注意する

84



15

85

桁座（支承部）変状事例
ゴム沓

85

発泡スチロール型枠使用 埋設型枠使用

新設時の対応 ＜埋設型枠の使用＞

桁座面へのコンクリートの漏れ出しをなくし、
ひび割れや剥離を防止できる。

86

ＲＣ桁支承部の変状（水の影響）

桁座の劣化・損傷

噴泥化したコン
クリート

ＲＣ桁

沈下した鋼板沓

87

ＲＣ桁支承部の変状（鋼板沓）

88

アクリル樹脂注入

原因：
・施工を考慮されない設計
・列車荷重の繰り返し載荷によ
り、
水中疲労の影響によって噴泥化
が生じた。

既設RC桁の補修事例（アクリル樹脂による補修）

桁座補修 削孔

ＲＣ桁支承部の変状（鋼板沓）

89
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ＲＣ桁支承部の変状（鋼板沓）

90

補修工法別補修費用
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ＪＲ東日本

業務参考資料

設 計

92

93

設 計 ・ 構 造

94

設 計 ・ 構 造

94

横桁

スティフナー部スティフナー間

桁断面図

ひび割れ
発生箇所

設 計 ・ 構 造
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②鉄筋裏側まではつり

④表面の下地処理

⑥ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙで断面
修復

⑦プライマー塗布

⑨ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ塗布

⑧ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ

⑧補強材

錆
⑨ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ
ﾓﾙﾀﾙ

⑤プライマー塗布 ⑧ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ・補強材の取付

①浮き部の除去

【対象】かぶり不足で鉄筋が爆裂した

【工法】はつり＋ポリマーセメントモルタル塗布

③

③鉄筋錆落し・防錆処理

⑥

⑦

①

かぶり不足に対する補修工法

【目的】かぶりコンクリートの剥落を防止する。鉄筋腐食の進行を抑制する。

【特徴】補修材の剥落を防止するために補強材を用いる。かぶり不足による中性化の進行を抑制するため，ポリマーセメントモルタルを塗布する。

【他の工法との使い分け】かぶり不足でかつ中性化が主鉄筋近傍に達していない場合に用いる。

【留意点】アンカーは抜け落ち防止のためモルタルアンカーの使用を原則とし，時間的制約を受ける場合はケミカルアンカーでも良いが，メカニカルアンカーは使用しない
こと。補強材の外側に補修材を厚塗りすると，厚塗り部分が剥落する可能性がある。

【細目】鉄筋防錆処理：鉄筋表面をケレンしたのち防錆剤を塗布する。アンカーピンは打込み後にアクリル樹脂を充填するタイプのもの（サンコーテクノ(株)）などがある。
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建設工事部構造技術センター

ＪＲ東日本

● 材料
コンクリート，鋼材（鉄筋，Ｈ鋼等）
樹脂，繊維，シート状，糸状・・・・

● 施工
作業時間（昼間，夜間，線路閉鎖，
間合い作業，干満・・・・

晴天，降雨

● 作業環境
平地，傾斜地，田園地帯，市街地，狭隘，
高所，線間，線路内・・・・

適切な補修・補強を行うためには！
（構造物の延命化を確実にする施工を行うための着眼点）
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● 作業員の技術
誰でも施工可能？
（アルバイト，パート・・・・

要 職人技？
（無形文化財，ほとんどいない・・・

連想ゲーム
※そして変状から設計へのフィードバック

適切な補修・補強を行うためには！
（構造物の延命化を確実にする施工を行うための着眼点）
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維持管理（補修）とは！

真の原因究明
【本当に原因を理解してますか】

例えば，
☆何もしないという選択
☆原形復旧が維持管理ではない
☆ルールが間違っていることもある
☆当時はOKでも現在はNOということも
☆不安を解消することも必要

100
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無知の安心

小知の不安

熟知の理解

メンテナンスの３カ条
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102 102山陰線 米子・安来間 島田川橋梁 （190８年：M41）
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Ｆ Ｉ Ｎ

ご清聴ありがとうございました
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